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ります。同社は、このプロジェクトの第一弾として、昨年５月、主力商品である自動車
保険の大幅な簡素化および新システム基盤への移行を実施するとともに、代理店システ
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事　務　所　名 所　在　地 設　置　年　月　日
本　　社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 平成14年４月２日

（注） 会社成立の年月日を設置年月日として記載しております。
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 ４．キルン・リミテッドおよびキルン・リインシュアランス・リミテッドは、清算結了したため、本表には記載して
おりません。

 ５．トウキョウ・マリン・ヨーロッパ・インシュアランス・リミテッドは、重要性の基準を見直したことにより本表に
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（３） 大株主（平成21年３月31日現在）

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数等 持株比率
千株 ％

46, 973 6. 0
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５．新株予約権等に関する事項
（１） 事業年度の末日において保険持株会社の役員が有している当該保険持株会社の新株予約権等

取締役
（社外役員を除く）
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規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げるほどの重要性がないので、連
結の範囲から除いております。

　２．持分法の適用に関する事項
　　［す。
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＜１株当たり情報に関する注記＞
　　１株当たり純資産額 2, 066円92銭　　　　　
　　１株当たり当期純利益 29円13銭　　　　　

＜その他の注記＞
　　企業結合等に関する事項は、次のとおりであります。
　 　当社は、平成20年12月１日付で、当社の完全子会社である東京海上日動火災保険㈱を通じて、米国の損害保険
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　　⑥ 　当該企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定したときの当連結会計年度の連結損益計算書へ
の影響額の概算額

　　　 　経常収益166, 851百万円、経常利益4, 393百万円、当期純利益143百万円であります。
　　　 　概算額は、企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された経常収益、経常利益、当

期純利益との差額であります。また、企業結合時に認識されたのれんが当連結会計年度開始の日に発生した
ものとし、償却額を算定しております。

　　　 　なお、当該影響額については、監査証明を受けておりません。
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平成20年度（平成21年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成21年５月19日
東京海上ホールディングス株式会社
　　取　締　役　会　御　中

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東京海上ホールディングス株式会社の平成
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以　上

計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成21年５月19日
東京海上ホールディングス株式会社
　　取　締　役　会　御　中

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京海上ホールディングス株式会社
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